
事業番号 - - -

（ ）
事業名

独立行政法人国立高等専門学校機構運営費交付金に必要な経
費 担当部局庁 高等教育局 作成責任者

事業開始年度 平成16年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0157

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 地方創生 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国立高等専門学校（全51校：令和4年4月1日現在）を設置・運営することにより、職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育
成させるとともに、我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図る。

専門教育課
専門教育課長
塩田　剛志

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人国立高等専門学校機構法
(平成15年7月16日法律第113号）

関係する
計画、通知等

・第4期中期目標（平成31年2月28日文部科学大臣指示）
・第4期中期計画（平成31年3月29日文部科学大臣認可）

翌年度へ繰越し - - - -

234 -

令和5年度要求

当初予算 62,558 62,330 62,415 62,515 72,804

補正予算 10

- - - - -

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

○国立高等専門学校を設置し、これを運営すること。
○学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談、寄宿舎における生活指導その他の援助を行うこと。
○機構以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の機構以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。
○公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。

実施方法 交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 62,568 62,564 62,415

計 62,568 62,564 62,415 62,515 72,804

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

独立行政法人国立高等専
門学校機構運営費交付金

62,515 72,804

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある。

増額の主な理由：
社会ニーズに対応した高専教育、学生支援等の強化、高度化に資す
る先端設備の整備等、複数の新規事業経費等を要求するため。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%

執行率（％） 100% 100% 100%

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 62,515 72,804

活動内容
（アクティビ

ティ）

15歳人口が減少する中で、中学生やその保護者、中学校教員をはじめとする中学生の進路指導に携わる者等のみならず、広く社会に対して
国立高等専門学校の特性や魅力について認識を深める広報活動を組織的・戦略的に展開するとともに社会の変化を踏まえた入試を実施する
ことによって、充分な資質、意欲と能力を持った入学者を確保する。

15歳人口の減少が進む状
況においても、多様かつ優
秀な学生を確保する

 国立高等専門学校学生数
活動実績 人 51,213 51,112

-

独立行政法人通則法に基
づく主務大臣による業務実
績の評価結果のうち、標準
評価以上の評価を受けた
項目の割合とする。

標準評価(B評価）以上の評
価を受けた項目の割合。

成果実績 ％ 100 100

達成度 ％ 100

年度

100 100 100

各学校の個別事情に応じた予算額を配分しているた
め、単純に単位当たりのコストを算出することになじまな

い。

- - - -

計算式

51,267 - -

当初見込み 人 49,108 49,036 49,036 49,036 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト -

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

- -

4 年度 -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　　/ - -

中間目標 目標最終年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

100 - -

目標値 ％ 100

100 100 - -



４-１　大学などにおける教育研究の質の向上

活動内容
（アクティビ

ティ）

地域共同テクノセンター等を活用して、地域を中心とする産業界や地方公共団体との共同研究・受託研究への積極的な取組を促進する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

当初見込み 百万円 2,553 2,964 4,212 3,601 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

各国立高等専門学校が立
地している地域の特性を踏
まえた産学連携を活性化さ
せ、地域課題の解決に資
する研究を推進する

外部資金獲得状況

活動実績 百万円 2,964 4,212

％ 100 100

3,601 - -

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

4 年度 - 年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
独立行政法人国立高等専門学校機構の業務の実績に関する評価(年度評価）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

98.7 - -

目標値 100 100 -

国立高等専門学校の本科
卒業者のうち就職希望者に
対する就職者の割合がお
おむね100％であること。

国立高等専門学校本科卒
業者のうち就職希望者に対
する就職者の割合。

達成度 ％ 99.5 98.8 98.7 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
学校基本調査及び各学校の報告に基づく数値より、文部科学省にて集計

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20211224-mxt_kanseisk02-000019646_4-
1.pdf

該当箇所 政策目標４-１-１、４-１-２、４-１-３

政
策
評
価

、
新
経

済
・
財
政
再
生
計

画
と
の
関
係

政
策
評
価

政策 ４　個性が輝く高等教育の振興

施策

成果実績 ％ 99.5 98.8



2022 文部科学省 21 0158
独立行政法人国立高等専門学校機構の教育研究設備の

整備

事業名事業番号

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

事業の実施状況については、独立行政法人通則法に基づき、毎年評価を行っている。前期評価では一定の評価を得ており、引き続き、事業の
適正な実施に努めることとしている。また、事業の効率化を図るため、独立行政法人国立高等専門学校機構会計規則等に従い、法人内の経
費執行においては、競争参加条件等の一層の見直しを図るとともに、一般競争入札などによる契約を原則とし、引き続き契約の適正化に努め
ている。

改善の
方向性

今後も、実験・実習に要する設備の充実や、産業界・地域社会との連携等に対する重点的支援、社会のニーズを踏まえた学科再編などを促進
するとともに、引き続き業務の効率化を図る。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

「調達等合理化計画」に基づき、事務・事業の特性を踏まえ、
PDCAサイクルにより公正性、透明性を確保しつつ、合理化
に取り組んでいる。入札を行った際の一者応札や一者応募
の増加につながった要因として、専門性の高い実験機器の
調達や既存機器への機能追加、保守の調達が増加したこと
があげられる。契約状況については、契約監視委員会での
点検や見直しを行っており、委員会での指摘等を機構本部
より各校へフィードバックし指導し、適切な調達の実施のため
の改善に努めていく。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

高等専門学校の設置・運営により、実践的かつ専門的な知
識・技術を有する人材を養成することを目的としている。卒業
生のうち就職希望者に対する就職率はほぼ充足するなど、
広く国民のニーズがあるものである。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図るため
に国立高等専門学校については国において支援する必要が
ある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

産業構造の変化や少子化の進展、技術の高度化など、社会
がめまぐるしく変遷していく中、専門的知識・技術を有し、今
後の我が国の発展を支える専門的人材の育成は喫緊の課
題であり、優先度の高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
独立行政法人化により一部の事務を本部事務局に集約して
おり、さらなる効率化を進めている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

経費執行においては、独立行政法人国立高等専門学校機
構会計規則等に従い適切に支出を行っており、支出先の選
定については、一般競争入札等による契約を原則として、そ
の妥当性や競争性を確保しているところである。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ ‐

○
国立高等専門学校において教育を享受する学生からは授業
料等を徴取しており、事業の実施に必要な経費に適切に使
用されている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ‐ ‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○

経費執行においては、独立行政法人国立高等専門学校機
構会計規則等に従い適切に支出を行っており、支出先の選
定については、一般競争入札等による契約を原則として、そ

 の妥当性や競争性を確保しているところである。

整備された校舎、実験・実習機器等は、学生の修学環境を
改善・充実しており、学生の教育に十分に活用されることで
実践的技術者教育の実施に寄与している。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
独立行政法人評価における年度評価は全ての項目でB以上
であり、中期計画における所期の目標を達成していると認め
られ、成果実績は成果目標に見合ったものとなっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐ -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

定員を充足する学生数を確保しており、活動実績は見込み
に見合ったものであると言えるが、外部資金獲得状況は当
初見込みを下回っていることから、引き続き、地域連携に関
する取組を推進する。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-



外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

この事業は、１者応札改善に向けた取組を行っているものの、依然として１者応札となった契約があることから、仕様内容や要件の見直し及び契
約監視委員会での指摘等を踏まえ、実効性のある改善方法について検討が必要である。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

執
行
等
改

善

「調達等合理化計画」に基づき、事務・事業の特性を踏まえ、PDCAサイクルにより公正性、透明性を確保しつつ、合理化に取り組んでいる。入札
を行った際の一者応札や一者応募の増加につながった要因として、専門性の高い実験機器の調達や既存機器への機能追加、保守の調達が増
加したことがあげられる。契約状況については、契約監視委員会での点検や見直しの指摘等を踏まえ、一者応札の改善に向けて仕様内容や要件
の見直などの改善に努めていく。

備考



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

平成24年度 166

平成25年度 142

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 158

平成30年度 151

令和元年度

平成28年度 138

平成29年度 151

平成26年度 145

平成27年度 134

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0147

01592021 文科 20

文部科学省 0144

国立高等専門学校機構は、独立行政法人会計基準に基づき、財務諸表及びその附属資料において、中期
目標等に記された３つの事業(セグメント)ごとに予算管理を行っている。
セグメントの区分は、概ね下記のとおりである。

・教育に関する事項：「教育」に資するもの
・社会連携に関する事項：「社会連携(産学連携等)」に資するもの
・国際交流に関する事項：「日本型高専教育制度の海外展開に向けた体制整備」又は「高専教育制度の

国際標準モデルの構築」に資するもの

独立行政法人国立高等専門学校機構が行う
業務の一部に充てるための運営費交付金を交

文部科学省
62,415百万円

Ａ．独立行政法人国立高等専門学校機構運営費交付金

75,454万円

〔交付〕

（独立行政法人国立高等専門学校機構の運営）

※国費投入額と総事業費との差額は、自
己収入（授業料収入等）である。

【B.】

教育に関する事項

73,425百万円

民間企業等

（125,187件）

【Ｃ.】

社会連携に関する事項

0円

（0件）

【Ｄ.】

国際交流に関する事項

371百万円

民間企業等

（ 568件）

【E.】

法人共通

1,658百万円

民間企業等

（625件）

※外部資金でのみ使用する
セグメントとしているため、0
件となる。

【一般競争契約

（総合評価）等】

【一般競争契約

（最低価格）等】

【一般競争契約

（総合評価）等】



支出先上位１０者リスト

A.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.独立行政法人国立高等専門学校機構運営費交付
金

B.株式会社ＪＥＣＣ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

業務費

国立高等専門学校の運営、学生に対する修
学、進路選択及び心身の健康等に関する相
談、寄宿舎における生活指導その他の援
助、機構以外の者から委託を受け、又はこ
れと共同して行う研究の実施、その他の機
構以外の者との連携による教育研究活動、
公開講座の開設、その他の学生以外の者
に対する学習機会の提供並びにこれらに付
帯する業務の実施

75,454 保守費
高専統一ネットワークシステムの整備　一式
【一般競争契約（総合評価）（平成28年度～
令和4年度）】

401

C. D.FAIR CONSULTING (Tailand)  CO.，LTD.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 75,454 計 401

人件費
在外教職員に支給する給与の特例につい
て(第3条)による給与支給

24

E.損害保険ジャパン株式会社 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 24

保険料 令和3年度財産保険契約　一式 169

計 169 計 0

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
独立行政法人国立
高等専門学校機構

8010105000820

国立高等専門学校の運
営、学生に対する修学、進
路選択及び心身の健康等
に関する相談、寄宿舎にお
ける生活指導その他の援
助、機構以外の者から委託
を受け、又はこれと共同し
て行う研究の実施、その他
の機構以外の者との連携
による教育研究活動、公開
講座の開設、その他の学
生以外の者に対する学習
機会の提供並びにこれらに
付帯する業務の実施

75,454
運営費交付金

交付
- - -



B

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社ＪＥＣＣ 2010001033475

高専統一ネットワークシス
テムの整備　一式【一般競
争契約（総合評価）（平成28
年度～令和4年度）】

401 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

1 88.7％ -

4 株式会社大塚商会 1010001012983
包括ソフトウェアライセンス
一式

96
一般競争契約
（最低価格）

1

3
ブルームビルド株式
会社

7370001017925
一関高専機械実習工場改
修に伴う物品搬出・搬入業
務

79
一般競争契約
（最低価格）

-

2
ブルームビルド株式
会社

7370001017925

久留米工業高等専門学校
ものづくり教育センターⅡ
期改修に伴う精密機器他
移設作業　一式

149
一般競争契約
（最低価格）

1 99.7％ -

-

6 株式会社新都 8450001001366
旭川工業高専混住型学生
寮新営工事

90
一般競争契約
（総合評価）

5 98.8％ -

99.9％ -

5 株式会社大塚商会 1010001012983
クラウドサービスライセンス
一式

52
一般競争契約
（最低価格）

1 100％

99.4％ -

9 ひたちなか市 7000020082210
茨城工業高等専門学校校
舎敷地借料

51
随意契約
（その他）

- -

- - -

8
株式会社乃木鈴建
設産業

2060001014743
小山工業高専ライフライン
再生（排水設備）改修工事

52
一般競争契約
（総合評価）

1

7
独立行政法人大学
改革支援・学位授与
機構

5012705001234
令和3年度高等専門学校機
関別認証評価手数料

54
随意契約
（その他）

1 99.5％ -

12 株式会社加地和組 6380001012661
福島工業高専ライフライン
再生（給排水設備）工事

44
一般競争契約
（総合評価）

1

11
株式会社ニコンソ
リューションズ

4010401069976
走査型X線光電子分光分
析装置

45
一般競争契約
（最低価格）

-

10
菱和エアコン株式会
社

8180001023099
鈴鹿工業高専マルチメディ
ア棟空調設備改修工事

56
一般競争契約
（総合評価）

5 89％ -

93.4％ -



C

D

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 - - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

3 株式会社VISIT東北 9370001039059
タイ王国東部経済回廊
（EEC）における日系企業人
材需要調査

5
一般競争契約
（最低価格）

2 100％

- - -

2
FAIR CONSULTING
(Tailand)  CO.，LTD.

-
タイ高専派遣教員に係るタ
イにおける源泉所得税納
付

9 その他 -

1
FAIR CONSULTING
(Tailand)  CO.，LTD.

-
在外教職員に支給する給
与の特例について(第3条)
による給与支給

24 その他

- 100％ -

6
ヒューマンコム株式
会社

1011101018169
高等専門学校設置基準等
の日英翻訳　一式

2
一般競争契約
（最低価格）

2

5
株式会社IACEトラベ
ル

7010001128717
日本からタイへの渡航に係
る航空券手配業務一式
(5/8渡航4名)　課税対象外

1
随意契約
（その他）

-

4
株式会社IACEトラベ
ル

7010001128717
日本からタイへの渡航に係
る航空券手配業務一式
（4/16渡航10名）

2
随意契約
（その他）

- 100％ -

-

8
カクタス・コミュニ
ケーションズ株式会
社

9010001114731
物理教科書の日英翻訳
一式

2
一般競争契約
（総合評価）

3 97.3％ -

71.9％ -

7
株式会社ウチダ人材
開発センタ

3010001086662
タイ高専派遣候補教員のタ
イ人教員に対する指導力
向上のための研修　一式

2
一般競争契約
（最低価格）

1 97.8％

- -

11
東京海上日動火災
保険株式会社

2010001008824
海外旅行保険延長（～令和
4年3月31日）

1
随意契約
（その他）

- 100％

- 98.6％ -

10 株式会社コジマ 2060001001667
<タイ>2021年度派遣教員
用タブレットPC8台

1
随意契約
（少額）

-

9
Spaces Hanoi
Belvedere(ﾍﾞﾄﾅﾑ)

-
ベトナムリエゾンオフィス賃
貸（賃借料）（R4.4-R5.3）

1
随意契約
（その他）

-

12
キョウワセキュリオン
株式会社

7380001000401
北辰寮L棟2階・B棟1階（国
際寮）に係る宿日直業務

1
随意契約
（少額）

- - -



E

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
損害保険ジャパン株
式会社

4011101023372
令和3年度財産保険契約
一式

169
一般競争契約
（最低価格）

2 92.6％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

95.5％ -

4 スマカン株式会社 8010001129689
人事給与統合システム及
びマイナンバー管理システ
ム保守業務

21
随意契約
（その他）

- 97.2％

- - -

3
神田通信機株式会
社

6010001013597
財務会計システム過年度
データ移行業務　一式

7
随意契約
（その他）

-

2
神田通信機株式会
社

6010001013597
財務会計システム（構築業
務:R1.3.25～R3.7.31）

97 その他

- 100％ -

7
 国立大学法人鳥取
大学

4270005002614 在籍出向者の人件費振替 18 その他 -

6
有限責任監査法人
トーマツ

5010405001703 令和２年度　監査契約 25
随意契約
（その他）

-

5 スマカン株式会社 8010001129689
U-PDS HR年末調整電子
化オプション導入に係るラ
イセンス購入　一式

7
随意契約
（その他）

- 100％ -

-

9 株式会社唯設計 2010401052496
国立高等専門学校機構高
専高度化推進拠点（仮称）
新営その他設計業務

7
随意契約

（企画競争）
2 99.7％ -

- -

8 日本放送協会 8011005000968
令和3年度日本放送協会放
送受信契約

14
随意契約
（その他）

- 100％

98.5％ -

12
独立行政法人大学
改革支援・学位授与
機構

5012705001234
学術総合センタービル維持
管理費・修繕費等

6 その他 - -

2 67.9％ -

11
株式会社エヌ・ティ・
ティ・ビジネスアソシ
エ東日本

1010801015913 給与計算関連業務 7
一般競争契約
（最低価格）

2

10
株式会社ショウテッ
ク

7010101001773
国立高等専門学校機構本
部棟1階空調設備等更新工
事

5
一般競争契約
（最低価格）

-

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -


